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厚生労働副大臣 長浜 博行
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国業継続に係る相続税 ・贈与税の納税猶予等の特例措置の創設 《相緯税・贈与税)①

要望内容

持分あり医療法人については、出資持分に係る相続税により医業の継続が困難となるとの指摘がある・

地域医療を継続しつつ、持分あり医療法人が持分なし医療法人へ円滑に移行できるよう、持分あり医療法人

のうち、持分なし医療法人への移行を検討するものについて、出資者の死亡に伴い相続人に発生する相続税

の納税を3年 間猶予するとともに、3年以内に一定の要件を満たす持分なし医療法人に移行した場合に猶予

税額を免除するなどの特例措置を創設する。

[現 状]
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医業継続に係る相続税 ・贈与税の納税猶予等の特例措置の創設(相 続税・贈与税》②

合理性

○ 安定的な医業の継続 ができるよう、医療法を改正 し、平成19年4月 以降の.分 り 楓 人 の量立 禁

止 したところであり、持分なし医療 法人が 中心であることを法律体 系の中で位置 づけ。

○ 平成21年3月 末で約43,000の 持分あり医療法人が残っており、出資者(理 事 長)が 死亡した場合でも地域

医療を継続 でき、.△ なし 楓 人への 行 進めるインセンテ ブが必

、有 効性

oア ンケ_ト によると、諭 懸 、法人の細 割が
ニ ま
=・ 思

、 口o

望 壮置 ラ 用 し.△ な し矢・、法 人 へ の 行

0持 分あり医療法人から持分なし医療法人への移行には、すべての出資者の出資持分の放棄が必要。本

要望措置においては、出資者も含め、法人全 で 、分潰し矢1法 人への 行 討 る]る

二とを要」生としており、本要望措置を適用した医療法人では、持分なし医療法人への移行が実現。

1相当性

O.△ し ・、法 人 か ら.分 な し ・、 人 へ の 行 足進 るため の孝 助金 は元'い。(重複 な し)

O本 要 望措 置 は 、地 ・舞 、の,'3続 図 るもの で り くの に交 が 及ぶ また 、本 要 望措 置 は 、最 終

的 に出資 撞分 の放 墓により、持分なし医療法人への移行を図るものであり、'σ 担の 蚤減 が個 人の普益

につ左が ものでは台く、国民の納得が得られるもの。
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試験研究費の額が増加した場合等の法人税額の特別控除 《所得脱 法人税)①

要望内容

試験研究費の増加額に係る税額控除又は売上高に貞～わる割合が10%を 超える試験研究費に係る

税額控除を選択適用が可能となる措置について、適用期限の延長を行う。

上
乗
せ

(時
限
措
置
部
分
)

本

体

(恒
久
化
部
分
)

増加型
(平成23年 度迄の延長要望)

控除額旨試験研究費の増加額 ×旦堕

増加額=前3事 業年度の平均試験

研究費からの増加額

ただし、前2年 度中の多い額より

試験研究費が増加 していることが条件

増加型利用製薬企業5社(62億 円)

平成20年 度利用実績

甕融

高水準型
(平成23年 度迄の延長要望)

控除額=売 上高の10%を 超える

試験研究費の額 ×控除率

O控 除率=

(試験研究費/売 上高 一〇.D×0.2

高水準型利用製薬企業9社(32億 円)

平成20年 度利用実績

十

税
額
控
除
額
は
、
法
人
税
額

×
10
%
ま
で

(控
除
限
度
額
)

十

総額型
控除額=試 験研究費x 8%～1096

中小企業及び産学官連携は、二髄

〔 ※ 控除融 額を超過し煽 合、超器 分について1鼠翌壁 誕 繰越し覗 〕
号

〕

税
額
控
除
額
は
法
人
税
額
×
調

ま
で

(控
除
限
度
額
※
)

平成21年 度及び22年 度の超過部分については、平成24年 度まで繰越し可能 平成21年 度及び22年 度分については、3096ま で
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試験研究費の額が増加した場合等の法人税額の特別控除(所得猟 法人税)②

合理性

○ 「革新 的医薬 品 ・医療機i器創 出のための5力 年戦略」(平成21年2月 改定 内閣府 ・文部科学 省 ・

厚生労働 省 ・経済産業省)に おいて、医薬品等の研究 開発 に係る税制 の充実 ・強 化を図るよう検 討

する旨規 定し、政策体 系に位置づけ。

○ 葱 ロ1造 は 売上高 に める石巾 謂 の室1合が1浩 一一投3.6%に メ・して12.196と 高い一方

で 丑 の 噂功蹴が 氏く 本税制 措置 により継続的 ・安定的な支援 が不可 欠。

有効性

○ 製薬企業の平成20年 度営 業利益 は概ねマイナスに転 じているが 、試燵 石応 は,ひ16%の 増加 と

なっており、本税 制措置 により試験:研究が促進されている。

○ 高 フ ラ 型 に'け るll企18土 の 、ち 慮 企

メ・ とした"で はが い 。

は11土 で り 高フラ型 についても 憾 企 のみ

○ 玉内 手II芯 企27土 の 、ち高フ ラ型 利用した企 は約3割 であり、製薬企 業のうちでも試験

研究にカを入れている企 業のみ に適用 。

相当性

○ 医薬品の研究開発のための 旦金は 的に沿った石応 噸一マ に 、化 して 冨する制度 。
一方で
、税 制は民間の創意工夫を活用 した石巾 のインセンテ ブ 高め 氏上げ るもの。

○ 的 芯 の 研 湘

フ 歩 の 葱 ロ 患

は 開発後に患者へ投薬できるまでの期間(ドラッグラグ)を解消し、世塁最高
へ 吊'に 日壮することに資するものであり、国民の納得が得られるもの 。
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周産期医療の運携体制を担う医療機関が取得する分娩施設に係る特例措置の延長 休動産取得税)①

要望内容

周産期医療の連携体制を担う医療機関が分娩の用に供する不動産を取得した場合に、価格の2分 の1

に相当する額を価格から控除する不動産取得税の特例措置について、その適用期限を延長する。

10厚 生労働省が本年度中に「周産期医療体制整備指針」を策定し、これに基づき 楢府県が「 産其 ・1整 席計画

1定 め 、。生、1の 充由 強 化 進めることとしている。

10轟 灘 蟹鱗 矯 藩灘 糎 翻ミ繹響 蕪 襲置羅 農畿 も同計画1

耀 禦 響饗 欝 縦 擁 雛 騰 鞘(慧 蹴 の予定で行㌃ととし!

麗 1-r周 産期医療体制鎖 灘輝繭奪基づく郵道府県による整徽期間
詠耀_κ__._、 、一_撒 騨.嵐 躍 罵翠_償_圖_一ド讐 夢112趨 璽鯵

H21H22H23H24

1/2

H25H28

ヘ
ノ雌鵬　　　 　 　 影

1/3

【参考】本税制措置の目標

H26

肛團 講 欝
1不貼産の取得》

・ 各総 合周 産期母子 医療センターで
、NICUを9床 以上整備

・ 地域周産 期母子医療センター(全 国で236)を 、二次 医療圏(全 国で350程 度)に1か 所以上の整備
・NICUに ついて、各都道府 県において出生1万 対25～30床 の整備 など

診療報酬改定
と併せ廃止を
含む検討
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周産期医療の連携体制を担う医療機関が取得する分娩施設に係る特例措置の延長 《不動産取得税)②

合理性

○ △ 塾 の減 小 壬婦の救急 職美の昌入れ 困 由 の 生など 吉生其 知 は ◆しい 痘 にあり、少

整 滞 旨金
を篁 定 し・これ に基 づき都道府 県が 「周産期医療体制整備計画」(22年度 ～26年 度 のおおむね5年 間)を

定め、政策体 系に位置づけ。

○ 本措置 は、平成20度 に倉 量 れたばかりであり、引き続 き措置 が必要 。

子化対策 の観 点か らも適 当。

○ 安心 して子どもを産み育てることのできるよう、厚生帯 動ひが 度 に「吉生其 知

有効性

○ 本措置は、都道府 県が周産期医療機 関と位置付 けた医療機 関に限定 し、その分娩室 、陣痛室 、NICU
等の施設整備を支援 。

01999か ら2005で △ 塾 は2害1減 小(3697箇 所→2933箇 所)し、低 出生体育児 の増加 によって

NICUの 増収 が急務であることか ら、支援措置 が必要。

相当性

○ 周産期医療の確保を図るための 旦金は 、に敷 の た め の 貝 留が 必 台 訟 に メ、 由

(他に産科医療機関がない地域における分娩室等の整備など)。また 、その補 助 割 合 は、1/3に 限 定 。

○ 一 方 、"囎 置 は 且金 が メ・ としていオ'い正 凸 △ し 噺 訟Aめ

」吐 を図るためのもの。

○ こ ・ がロば
覧た に 塾 し 又 は 塾

した 日△ に'

吉生其 知 全 の 氏

民の納得が得られるもの。
る"で あ り、国
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社会保険診療報酬等に係る特例措置について 儲業税》①

ド鞭驚r.・

ま

1社 会保 ・
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収1
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ー

ll湘 　 噸1

簾雛1
る経費

非
課
税
措
置

　 鋸　 蝋　 鵬蹴』鶉馨

その 他所得

軽

減

,墾

・医業、歯科 医業に係る個 人、医療法 人等 の社会保険診療報酬 については 、

各年度の所得の算出に当たり、総収入(益 金)の 額 に算入しない。

・当該診療に係る経費 は、必要経 費(損 金)の 額(法 人)に 算入 しない。

これらの措置により、社会保険診療報酬については、実質的に非課税。

※ 社会保険診療報酬以外では、それぞれの観点から、林業、鉱物採掘事業、農事組合法人の行う

農業も非課税とされている。

縦1卜 一 一一耀

ll

龍∵

2医 療法人の社会保険診療以外部分に係る軽減措置

気
〉

ダ
鞠
ー

藝

社会保険診療報 酬以外 の収入(自 費(正 常分 娩を含む)、労災、自賠 責、公害 、

予防接種 、健診等)に ついては、医療法人 は特別法人(*)と して税率軽減

*特 別法人:医 療法人のほか、協同組合、信用金庫が軽減税率対象法人である

疇嚢
特 別 法 人2.7%.窪'

【医療法人等】

普通法人2.7%

(糸勺4,9%)

・
、 隔 潔 可

(事業税率の81%)を 合算した税率

3.6%

(約6.5%)

4.0%

(糸勺7.2%)

5.0%

3.6%

(糸勺6.5%)

5.3%

(糸勺9.6%)

社睾録険
診療報餌

俳 課税 唱

注:()内 の%は 、20年10月 以降の事業年度から事 業税 と分離 して課税 され る「地方法人特別税 」
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社会保険診療報酬等に係る特例措置について 傭業税)②
～社会保険診療報酬に係る非課税措置

合理性

○ 医療法の目的である「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保」を図るための手段の一つ

として政策体系に位置づけられた恒久措置。

○ 自 ・ などの矢1提 共1上 の 。頴が卵刻化する中、医療崩壊を食い止め、地域医療の再生を

図るためには、引き続き本措置が必要。

.有 効性

○ 社会保険診療報酬から生じた利益は、出資者への配当等に充てられることはなく、医師等の確保や処

遇改善、設備投資に充てられる。

○ 本措置が廃止され課税化された場合、その分の5～6%(税 率分)の 負担が増加し、医師等の確保、設

備投資等に充当できなくなるため、医療の質・体制の整備に悪影響が生じる。

相 当性 ・

○ 社会保険の充実と国民医療の向上のための他の措置として、診療報酬引上げによる対応が考えられ

るが、医療給付費の増加を伴うため、被保険者(住 民、被用者)の 保険料上昇及び公費負担(国 ・都道府

県・市町村負担)の 上昇を招く。

○ 本措置は、公定価格(社 会保険診療報酬)の 下で、住民にとって必要な ・ 日壮 る1の えを

するためのものであり、個々の医療行為を評価する診療報酬改定による対応と適切な分担。
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社会保険診療報酬等に係る特例措置について 停業税)③

～医療法人の社会保険診療以外部分に係る軽減措置

合 理性 イ

○ 医療法の目的である「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保」を図るための手段の一つ
として政策体 系に位置 づけられた恒 久措置 。

O危 機的な状況 となっている生 こ矢療 は診 、

況のなか 直 しは不適 当。

O地 ・の 靴 える予 重や健.診 査も

以タ 音 分 に当たるものであ り、生 こ 不 が 卵 刻 な 犬

"1の 対
。

有効性

○ 医療法人が得た利益は、出資者への配当等に充てられることはなく、医師等の確保や処遇改善、設備

投資に充てられる。

O本 措置が廃止され医療法人が普通法人と同等に課税された場合、約1～3%(税 率の軽減分)の 負担

が増加し、医師等の確保、設備投資等に充当できなくなるため、医療の質・体制の整備に悪影響。

相当性

○ 医師不足などの医療提 供体制上 の問題 が深刻化する中、地域 医療 、とりわ け 生 こ知 、の再 生 文る

ことが 劫 又の重 曇題 となっており、本措置 は国民の納得できるもの。

○ 本措置は事実上、社会保険診療報酬以外の収入(正 常分娩を含む自費医療等)に 係るものであるため、

診療報酬上の対応をとることができない(産科入院施設は6割 超自費診療に依存)。当該医療に係る

事業安定上の支援措置は他に存在しない。
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